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１ はじめに 

キョン（Muntiacus reevesi）は、中国南東部及び台湾に自然分布し、成獣の体重は 10～12kg、

肩高 40～50cm の小型のシカ科の動物である。日本国内では千葉県の房総半島及び東京都の伊豆

大島で野生化しており、生息個体数の増加と分布の拡大が生じている。 

伊豆大島においては、森林の下層植生の幅広い植物種を採食することにより、下層植生の被度

の低下、希少植物の減少、さらには森林更新の阻害等の自然生態系への影響が懸念されている。

また、農作物や園芸植物等への食害をを引き起こしている。 

伊豆大島の野生化したキョンは、都立大島公園に展示動物として持ち込まれ飼育されていたこ

とが由来となっている。キョンの野生化は、昭和 45（1970）年、台風により柵の壊れた飼育場か

ら 10 数頭が逃走したことが始まりと言われており、その 3年後（1973年）には野外で繁殖が確

認された。 

その後、平成 17（2005）年 6月に施行された「特定外来生物による生態系等に係る被害の防止

に関する法律」（平成 16年法律第 78号）（以下、「外来生物法」という。）により、キョンは「特

定外来生物」に指定され、飼育、保管又は運搬、輸入及び販売は原則禁止に、野外に放つ行為は

禁止となった。 

外来生物法の施行を受けて、都では平成 18（2006）年に 1回目の生息実態調査を行い、キョン

の根絶を目標とした防除実施計画を策定するとともに、翌平成 19（2007）年から伊豆大島におけ

るキョンの防除事業を開始した（以降、平成 18（2006）年度から平成 27（2015）年度までを第

1期計画期間とする。）。特に、平成 28（2016）年度からは緊急対策事業を開始して対策を強化し、

銃器捕獲の強化や効率的な捕獲手法の開発などを行いながら事業規模を拡大してきた（以降、平

成 28（2016）年度から令和 2（2020）年度までを第 2期計画期間とする。）。これにより捕獲頭数

は大幅に増加し、現時点ではキョンの増加に歯止めがかけられていると思われるが、令和 2（2020）

年末のキョンの生息個体数は未だ約 2万頭と推定され、減少傾向には至っていない。 

伊豆大島のキョンを根絶するためには、計画的に事業を進めて行く必要がある。したがって、

引き続き外来生物法に基づく防除実施計画を策定し、関係者の協力の下、効果的で効率的な事業

に取組む。 

 

２ 特定外来生物の種類 

 キョン （学名 ： Muntiacus reevesi ） 

 

３ 防除を行う区域 

伊豆大島全域（東京都大島町）を防除区域とする（図 1）。 
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図 1 防除を行う区域 

 

４ 目的と目標 

伊豆大島における生態系の保全と農作物等の被害防止を目的として、当面は伊豆大島のキョン

の生息個体数の低減化を図り、最終的には根絶することを目標とする。 

 

５ 防除を行う期間 

今回定める第 3期計画の期間は、令和 4（2022）年 4月 1日から令和 8（2026）年 3月 31日

までとする。ただし、計画の前提となるキョンの生息状況等に大きな変動が生じた場合や、防除

に関する新たな科学的知見を得た場合等には、必要に応じて計画期間を見直すものとする。 

 

６ キョンの現状とこれまでの取組 

（１） 生息状況 

平成 18（2006）年度と平成 22（2010）年度に実施した 2回のキョン生息実態調査（糞粒密度
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調査、追い出し法、ライトセンサス等）、目撃情報及び捕獲状況から、当時既にキョンは三原山火

口周辺の裸地を除く大島全域に生息していることが確認されていた。 

その後の生息調査では、大島公園周辺の島東北部とその反対の島南西部の千波崎周辺で生息密

度が高い傾向がみられていたが、令和 2（2020）年度の調査では、糞粒密度は三原山火口域西側

や千波崎周辺の地域で高く、センサーカメラの撮影頻度は火口域から島北部（市街地を除く）に

かけての一帯で高い傾向となった（図 2）。 

これらの生息密度指標の変化（図 3）や、CPUE（捕獲事業の単位捕獲努力量1あたりの捕獲頭

数）などを組み込んだ階層ベイズモデル2を用いて推定した生息個体数の推移（図 4）から、キョ

ンの生息個体数は増加傾向から近年は横ばいで推移している可能性がある。 

 

 

図 2 令和 2年度のキョンの生息密度指標（左：糞粒密度、右：センサーカメラの撮影頻度） 

                                                 
1 捕獲にかけられた作業量を示す値。銃器捕獲の場合は作業従事者数に作業時間あるいは日数を乗じ
た値、わなやはり網捕獲の場合は設置したわなの台数やはり網の設置距離に稼働時間あるいは日数を

乗じた値。 
2 観測された事象（尤度）に既知の情報（事前分布）を加味し、推定したい事柄（事後分布）を確率論

的に求めるベイズモデルの一種。 
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図 3 糞粒密度及びセンサーカメラ撮影頻度の経年変化 

 

 

図 4 推定された生息個体数の推移 

黒実線が中央値、破線が 95％信用区間、グレーの範囲が 25％～75％値を示す． 

 

（２） 被害状況 

ア 農作物被害 

キョンの採食により、アシタバやサツマイモなどの野菜類やアジサイやハランなどの園芸

植物など、農作物への被害が継続して発生している。大島町によるアンケート調査によれば、

捕獲が開始された平成 19（2007）年度以降の被害額は、年度によって大きく変動があるもの

の、平均で毎年 2～3百万円程度である。 

 

イ 生態系被害 

平成 27（2015）から令和 2（2020）年度に実施した植生調査の結果、多くの植物種に被度

の低下や食痕が観察された。大半の調査区において食痕が確認され、かつ森林下層の植物の

被度の回復も認められない状況が続いており、採食の影響が継続していると考えられる（図
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5）。また、島内の希少植物の生育状況に詳しい有識者によると、多くの希少植物の個体数の

減少や、一部の生育地の消滅が指摘されている。 

 

 

図 5 下層植生（高さ 2m以下）の被度の変化と食痕率の変化 

17 箇所の植生調査地点の結果．食痕率は出現種数に占める食痕の見られた種数の割合．エラーバーは標準偏差． 

 

ウ 生活被害 

家庭菜園や庭の草花、植木への食害が報告されている。そのほか、平成 20（2008）年度か

ら交通事故が発生し始めたとされている。 

 

（３） 捕獲状況 

キョンの防除事業は、平成 19（2007）年度から開始され、初年度には 94頭を捕獲した（図 6）。

平成 21（2009）年度以降、銃器による捕獲を本格的に開始すると、毎年 700頭以上を捕獲できる

ようになった。平成 27（2015）年度以降に捕獲頭数が増加し、緊急対策事業を開始した平成 28

（2016）年度には 2,000頭を超え、平成 30（2018）年度には 4,110頭を捕獲した。令和元（2019）

年度は台風による影響で捕獲頭数が減ったが、令和 2（2020）年度には過去最高となる 5,034頭

を捕獲した。 

捕獲方法別にみると、銃器とはり網による捕獲頭数が大半を占めており、そのほかにはこわな

と首くくりわな等による捕獲を行っている。 
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図 6 捕獲頭数の経年変化 

※令和元（2019）年度は台風による影響で捕獲作業を一時中断した。 

 

 

７ 防除の基本的な考え方 

（１） 基本方針 

本防除事業は以下の基本方針に沿って進める。 

 

○地域区分 

効果的に防除を進めるために、植生や土地利用により島全体を区分し、地域区分に応じた捕

獲を実施する。 

 

○地域の分断 

キョンの移動分散を制限するとともに、地域区分ごとの捕獲を効率的に実施するために、地

域区分の境界を柵を用いて分断する。 

 

○組織銃器捕獲の推進 

キョンが高密度に生息する島の多くを占める森林地帯を最も効果的に低密度化する捕獲手法

として有効な組織銃器捕獲3を優先的・重点的に進める。このため、組織銃器捕獲を実施する

範囲は出来る限り広く確保する。 

 

                                                 
3 捕獲事業区＊1の中を小区画＊2に細分化し、小区画の中を複数名の銃器捕獲者が隊列を組んでローラ

ー的に捕獲する手法。 
＊1：組織銃器捕獲を計画的に展開していくために設定する、1㎢程度の区域。 

＊2：捕獲事業区内を細分化柵＊3により区切った区画。現在の標準的な小区画は 150m×600m程度。 
＊3：「９（３）柵の設置」を参照。 
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○捕獲体制の早期確立と根絶までの捕獲圧の維持 

キョンを根絶するのに必要な捕獲圧をかけるための体制を早急に確立し、島から根絶するま

で、島全域で捕獲圧をかけ続ける。 

 

○順応的な計画管理 

キョンは外来生物であり生態的な知見が少ないことに加えて、台風等の多い島しょ特有の環

境要因の影響、直近では新型コロナ感染症の影響など、本事業はさまざまな不確定要素に左

右されて計画どおりに進まないことが想定される。このため、状況に応じて柔軟に計画を見

直す順応的な管理の考え方に基づき、常に進捗確認と効果検証を行って計画及び事業に反映

させることとし、本計画は必要に応じて随時見直すとともに、適切に判断を行いながら防除

事業を推進する。 

 

（２） 地域区分 

「植生・土地利用」、「地形」によって、以下の 4つの地域に区分する（表 1、図 7）。 

 

表 1 地域区分とその特徴 

地域区分 区分の内容 植生・土地利用 地形 
キョンの 
生息概況 

面積
（km2） 

森林域 
自然林でキョンが高密度で
生息する地域 

樹林 緩傾斜地 高密度 55.6 

市街地 主に人の居住地域 
耕作放棄地・市
街地、樹林 

緩傾斜地 低～中密度 21.8 

火口域 
三原山火口域、全域が国立公
園の特別保護地区に該当 

自然林・草地・裸
地 

緩傾斜地 
低～中密度（一部
は高密度） 

10.3 

急傾斜地 
島東南部（都道より海側）の
平均斜度 30度以上の地域 

樹林 急傾斜地 中密度 3.0 
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図 7 地域区分 
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（３） 順応的管理 

毎年の防除事業の実施にあたっては、島内のキョンの生息状況と事業の実施結果を踏まえ、対

策の評価を行い、年度ごとの事業実施計画にフィードバックする順応的管理を行う。 

 

○計画策定 

キョンの生息状況に関するモニタリング調査結果に基づき、毎年の事業の目標値を設定する

とともに、目標を達成するための事業内容を示した事業実施計画を策定する。 

 

○実行 

防除事業実施計画に沿って効率的かつ効果的な捕獲等を推進する。事業の推進と並行して事

業の評価に必要な情報を継続的かつ体系的に収集する。 

 

○評価 

モニタリングの解析結果を基に、事業実施計画に沿って実施された各事業の結果を評価する。 

 

○見直し 

上記の評価に基づき改善点を明らかにし、目標達成に向けた事業実施計画の見直しを行う。 

 

８ 第３期における取組方針と到達目標 

本防除事業全体の目標は、「当面は伊豆大島のキョンの生息数の低減化を図り、最終的には根絶

すること」であり、なるべく早い時期にキョン生息域の全域に必要な捕獲圧をかける必要がある。

現状では、地域区分ごとに事業の進捗状況と防除の進め方が異なるため、地域区分ごとに事業の

目標を設定し、事業を進める。 

森林域については、根絶に向けて低密度化させる捕獲手法（組織銃器捕獲）がおおむね確立さ

れていることから、第 3 期計画期間中に域内の捕獲事業区の設置を進め、全域での捕獲を開始す

る。捕獲事業区域内のキョンの個体数を大幅に減少させていき、生息密度換算で 20 頭/㎢以下の

状態（小区画あたりの「捕獲後の残存目撃頭数4」が 2頭以下）を目指すとともに、小区画内の根

絶に向けた手法を検討、確立する。次期計画期間以降も捕獲圧を維持し、早期の根絶を目指す。 

 森林域以外の市街地、火口域、急傾斜地では、森林域との境界を分断し、キョンの移出入を防

ぐ。現行の捕獲手法を継続しつつ、キョンの生息状況や行動パターンを把握し、地域区分に適し

た根絶が見込める効率的な捕獲手法を検討、確立する。いずれも次期計画期間から捕獲圧を強化

し、根絶を目指す。 

なお、単年度の具体的な目標については、年度ごとに作成する事業実施計画で定めることとす

る。 

 

 

                                                 
4 ：捕獲作業時の目撃頭数から捕獲頭数を減じた数。 
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９ 防除の進め方 

（１） 基本的な考え方 

・東京都が実施主体となり、大島町、環境省、地域住民、専門家等の協力を得ながら事業を推進

する（資料１参照）。捕獲や被害防除を効率的に進めるために、実務的な調整や対策支援を担う

「コーディネーター」を配置する。 

・捕獲の実施に当たっては、外来生物法に基づく捕獲とともに、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟

の適正化に関する法律（平成 14年法律第 88号）（以下、「鳥獣保護管理法」という。）に基づく

許可捕獲の制度を活用する。 

・効果的に生息密度を低減させるためには、より多くのメスを捕獲することが必須である。銃器

以外の手法でもメスを効率的に捕獲できるよう検討し、早急に実践する。 

・低密度化での捕獲や捕りつくすための捕獲はハンターだけでは極めて困難であり、探索犬5を有

効に活用する必要がある。地域区分を問わず、十分に育成された探索犬と熟練ハンドラーを有

する捕獲事業者を確保していく。 

・大型台風等の自然災害により大きな被害を受けた場合、捕獲作業に遅れが生じるだけでなく、

柵等の復旧に多くの労力が必要となることを想定しておく。 

・防除事業が進むにつれて捕獲頭数は減少していくため、捕獲頭数は必ずしも事業効果6を示さな

くなる 。各年度の目標は、捕獲頭数ではなく、推定個体数の動向、組織銃器捕獲実施区域内の

捕獲後の残存目撃頭数、SPUEや CPUEなどによって定める。 

 

（２） 地域区分ごとの防除の方法 

ア 森林域 

森林域を捕獲事業区に区切り、小区画に細分化して、組織銃器捕獲により面的な捕獲圧を

かける。小区画が未設置の場所や地形条件等により組織銃器捕獲ができない場所については、

忍び猟や待機射撃、わなやはり網等により捕獲することで、全域で捕獲を実施し低密度化を

推進する。また、小区画内の根絶に向けた手法を検討、確立する。 

  

                                                 
5 ：キョンの臭いを探知して追尾し、捕獲従事者とともに個体を追い立てる能力を持つ犬。ペアを組
むハンドラーとともに子犬の頃から訓練を重ね、探索犬として活躍できるのは平均 2～4年程度であ

る。 
6 ：例えば、一度でも組織銃器捕獲が行われた小区画内に残存するキョンは極めて少数となる。よっ
て次回以降の捕獲頭数は著しく減少するが、当該小区画内のキョンは着実に根絶に近づいており、捕

獲頭数と根絶という最終目標への到達度合いは比例しない。 
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図 8 捕獲事業区における分断柵及び細分化柵の配置例  

 

イ 市街地 

森林域との境界を分断し、キョンの移出入を防ぐ。当面は、現行の手法（誘導柵とはこわ

な、はり網）を中心に広域展開を図るが、これと並行して、市街地におけるキョンの生息状

況や行動パターンを把握するとともに、場所ごとの状況に応じた捕獲手法の検討を進め、能

動的にキョンを捕獲するための効率的な手法の確立を図る。 

 

ウ 火口域 

森林域との境界を分断し、キョンの移出入を防ぐ。自然林では、銃器を主体とした捕獲を

実施し、キョンの低密度化を図る。草地と裸地においてキョンの生息状況を把握し、効果的

な捕獲手法を検討・確立する。 

 

エ 急傾斜地 

森林域等との境界を分断し、キョンの移出入を防ぐ。キョンの生息状況を把握し、効果的

な捕獲手法を検討・確立する。 

 

（３） 柵の設置 

 防除を効果的に進めるために、機能ごとに以下の柵を設置する（表 2、図 9）。なお、基本仕様

は定めるものの、設置する場所の地形や環境に応じて適宜工夫することとする。 

 

ア 分断柵 

島を大きく区切り、キョンの移動・分散を制限するために設置する。長期間維持されるこ

とが前提であるため、比較的頑丈な仕様であるが、設置する場所の地形や環境に応じて仕様

を工夫する。地形や道路などの事情により柵が設置できない箇所では、重点的にわなを設置

森林域以外の 
地域区分 

道路

小
区
画

小
区
画

捕獲事業区A

捕獲事業区B

分断柵

細分化柵

100～150m程度

小
区
画

小
区
画

600m程度

森林域 
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するなど、極力分断機能を補完するよう努める。 

 

イ 細分化柵 

 捕獲事業区内を柵を用いて細分化し、効率的に組織銃器捕獲を行うために設置する。場所

により、分断柵の機能を兼ねる。 

 

ウ 誘導柵 

市街地においてキョンの移動を制限するとともに、わなへ誘導するために設置する。 

 

表 2 柵の機能と基本仕様 

名称 機能 基本仕様 

分断柵 島内を大きく区切り、キョンの移動を制

限する柵。根絶まで設置する。 

 

支柱：単管もしくは鉄筋 

網：錯誤捕獲が生じにくく、維持管理の手

間が比較的かからない樹脂ネット 

網高：1.5m 

細分化柵 効率的にキョンを追い込んで捕獲するた

めの柵。根絶まで設置する。 

※場所により、分断柵の機能を兼ねる。 

支柱：主に立木 

網：樹脂ネット（分断柵と同じ） 

網高：1.2m程度 

誘導柵 現時点での市街地におけるキョンの捕獲

に必要な、キョンをはこわなに誘導する

ための柵。現行手法を使用している間は

設置しておくことが必要である。 

支柱：鉄筋 

網：樹脂ネット（分断柵と同じ） 

網高：0.9～1.3m程度 

 

分断柵 細分化柵 誘導柵 

   

図 9 分断柵、細分化柵、誘導柵 

 

（４） 捕獲の際の留意事項 

キョン捕獲の際には、次の事項に留意する。 

・錯誤捕獲及び事故の発生防止に万全の対策を講じるものとし、地域住民等への周知を図る。 

・捕獲を実施する際、捕獲従事者は外来生物法又は鳥獣保護管理法に基づき発行された従事者証

を携帯し、東京都は従事者数、従事者情報等をまとめ、従事者台帳として管理する。 
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・防除に使用するわな等の捕獲猟具には、猟具ごとに、外来生物法又は鳥獣保護管理法に基づく

防除のための捕獲である旨、及び実施者である東京都の連絡先を記載した標識を装着する。 

・捕獲に際しては、原則として使用する猟具に応じ、鳥獣保護管理法による狩猟免許を有する者

が、当該猟具を使用するものとする。ただし、適切な捕獲と安全に関する知識及び技術を有す

ると認められる者については、免許非保持者であっても従事者に含むことができることとする。 

・わなに餌などの誘引物を入れて捕獲を行う場合は、キョン以外の鳥獣を誘引することによる当

該鳥獣による被害や錯誤捕獲のないよう適切に行う。 

・はり網及びわなについては、錯誤捕獲防止のため原則として 1 日 1 回巡回を行うものとする。 

・鳥獣保護管理法第 36 条に基づき危険猟法として規定される手段による防除は、行わないこと

とする。 

・銃器による防除を行う場合は、鳥獣保護管理法第 38 条において禁止されている行為を行わな

いものとする。 

・鳥獣保護管理法第 2 条第 9 項に規定する狩猟期間中及びその前後における捕獲に当たっては、

同法第 55 条第 1 項に関する登録に基づき行う狩猟又は狩猟期間の延長と誤解されることのな

いように適切に実施する。 

 

（５） 捕獲個体の処分 

わな等により捕獲した個体は、学術研究、展示、教育、その他公益上の必要があると認められ

る目的で飼養を行う機関に譲り渡すことを原則として、一時的に施設に収容する。この時、収容

する施設は、「環境大臣及び農林水産大臣が所掌する特定外来生物に係る特定飼養等施設の基準の

細目等を定める件（平成 17年農林水産省・環境省告示第 11号）」に定められる基準を満たす施設

とする。個体を譲り渡す相手先は、外来生物法第 5条第 1項に基づく飼養等の許可を得ている者

又は同法第 4 条第 2 号の規定に基づいて特定外来生物を適法に取り扱うことができる者に限定す

る。 

他機関からの求めがない場合は適切に処分する。なお、処分する際は、できるだけ苦痛を与え

ない方法（主に麻酔薬による処分）により殺処分する。処分した個体は、モニタリングに必要な

データに供するほか、学術研究、展示、教育、その他公益上の必要があると認められる目的で譲

り受けの求めがあった場合には、適切な取り扱いができる者に譲り渡すことができるものとする。 

処分した個体を廃棄する際は、焼却等により適切に処分する。 

 

（６） 農作物被害対策 

農作物等の被害対策については、平成 27（2015）年度から令和元（2019）年度までの 5年間に

大島町の事業として被害防除柵が設置された。これらについては、地域住民が今後も維持管理を

行っていく。 

東京都においては、各組織等が連携して被害状況の把握を継続するとともに、大島町の協力を

得ながら、農地を含む市街地周辺における捕獲について地域住民に協力を依頼していく。 

 

（７） 特に保護すべき生物の生育する地域 

重要又は希少な植物をキョンの採食等の影響から保護する必要がある場所については、有識者
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の情報をもとに現地調査を行い被害実態の把握に努めるとともに、生育範囲を特定し部分的な柵

の設置や優先的な防除の実施等、効果的な対策の検討を行い、速やかに実行する。 

 

（８） モニタリング（継続監視） 

 防除事業全体の進捗状況（捕獲事業の実施状況、植生への影響の程度やその回復状況等）を評

価するためのモニタリングを行う（表 3、表 4）。 

 

表 3 モニタリングの体系 

目的 地域 モニタリング項目 調査頻度 備考 

地域区分ごとの

進捗状況の評価 

森林域 カバー率、糞粒密度調査※、センサー

カメラ調査※、CPUE、SPUE、生息密度

（捕獲後の残存目撃頭数） 

※小区画が設定されて組織銃器捕獲が開

始された年度から廃止し、組織銃器捕獲

の CPUEや SPUEに切り替える。 

毎年 階層ベイズ

法による個

体数推定を

行い評価 

 

市街地 糞粒密度調査、センサーカメラ調査、

CPUE 等※ 

※捕獲手法別の CPUE等、今後検討 

火口域 糞粒密度調査、センサーカメラ調査 

急傾斜地 糞粒密度調査、センサーカメラ調査 

植生への影響と

回復状況の評価 

全域 種数、被度、食痕率、希少植物 R4設置、各改定

の前年に実施 

排除区内外

で比較 

 

○地域区分を対象としたモニタリング 

糞粒密度調査、センサーカメラ調査、CPUEの算出等を継続するとともに、階層ベイズ法に

よる個体数推定を行い、キョンの生息動向、捕獲効果の検証、防除事業の進捗状況の評価を行

う。 

 

○植生モニタリング 

キョンによる植生への影響の程度やキョンの排除に伴う植生の回復状況を把握し、事業効果

を評価するためにモニタリングを行う。島内の代表的な植生タイプ（常緑広葉樹林・落葉広葉

樹林、火口域の荒原植生、火口域の低木林）の地点 10箇所程度を選定し、キョン排除区を設置

し、排除区内外の植生変化を比較する。 

また、希少植物等に対するキョンの影響に関する有識者への聞き取り調査を毎年度実施する。 
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表 4 モニタリングの方法 

項目 方法等 

糞粒密度調査 方法：1箇所あたり 3本の調査ラインを設定し、ライン上 5m間隔に 50×50cmの

コドラートを 30 個設定し、糞粒数を計測。 

調査地点：26箇所 78ライン程度（森林域では、小区画の設置に伴い順次削減） 

調査頻度：毎年 

センサーカメラ

調査 

方法：1箇所あたり 3台設置。2ヶ月間撮影し、性別・成幼別の頭数を集計。 

調査地点：26箇所 78台程度（森林域では、小区画の設置に伴い順次削減） 

調査頻度：毎年 

捕獲カバー率 方法：銃器による捕獲範囲がメッシュに占める面積率を計算。 

調査頻度：毎年 

植生調査 方法：各調査地点に排除区を設置し、排除区の内外に 10×10mのコドラートを各

1 個（計 2個）、2×2mのコドラートを各 10個（計 20個）設置する。現種の種名

と被度、食痕の有無等を記録。林床の明るさ、林相の定点写真等を記録 

調査地点：10箇所程度（各調査地点の排除区内外で調査） 

調査頻度：R4年度に設置、その後は防除実施計画改定の前年に各 1 回 

希少植物への影

響 

方法：有識者へのヒアリング 

調査頻度：毎年 

糞粒密度調査とセンサーカメラ調査の調査地点の近くに柵等が設置された場合、キョンの行動が柵に大きく影響

を受けると予想される場合には、調査地点を近くの似たような環境の場所に移設する。 

 

（９） 事業の評価及び計画の見直しの方法 

防除事業を順応的に実施するために、捕獲や各種モニタリング結果、生息個体数の推定や将来

予測等により防除事業の評価を行い、次年度以降事業へ反映していく。 

また、計画期間ごとに事業の評価を行い、防除実施計画を見直す。第 3 期計画については、令

和 6（2024）年度に評価と課題の整理を行い、令和 7（2025）年度にかけて防除実施計画を見直

すものとする。 

 

１０ 合意形成 

（１） 東京都特定外来生物（キョン）防除対策検討委員会の設置 

社会的な合意形成を図りながら伊豆大島のキョン防除事業を進めることを目的として、学識経

験者、大島町、環境省及び東京都で構成される「東京都特定外来生物（キョン）防除対策検討委

員会」を平成 24（2012）年度に設置した。防除実施計画及び年度ごとの防除事業実施計画の検討、

防除事業の進行管理、計画の見直し等に際しては、当検討委員会において議論し、決定する。 

 

（２） 関係地方公共団体等との連携 

本防除実施計画を円滑に実施するため、東京都は、大島町及び環境省等の関係機関と協議し、

協力を得る。また、キョンの防除を実施している千葉県と連携し、防除方法等の情報共有に努め

る。 
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１１ 地権者等との調整 

防除を実施する地域の土地所有者や住民等に対して、地域説明会や広報等を通じて、防除実施

計画の内容や実施状況について周知し、理解を得る。 

 

１２ 地域住民への普及啓発及び協力体制の確保 

 本防除事業を効果的に進めるには、地域住民の理解と協力が不可欠である。個体数が低密度に

なるにつれて、地域住民から得られる目撃情報も重要となってくる。 

 都は、講習会の開催やチラシの配布、ホームページでの周知等によりキョンをはじめとする外

来生物問題と防除の必要性等について普及啓発に努めるとともに、情報収集体制作りに取り組ん

でいく。  
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資料１ 実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【東京都】 

 

『東京都特定外来生物（キョン） 

防除対策検討委員会』 

・防除実施計画等の検討・見直し 

・事業やモニタリングの評価 

・防除事業の進行管理 他 

【環境局自然環境部計画課】 

・防除実施計画等の策定 

・防除事業の進行管理、 

モニタリングの実施、評価 他 

【総務局大島支庁産業課】 

【総務局大島支庁土木課 

大島公園事務所】 

・防除事業の実施 

・関係者との調整 他 

【防除事業者】 

・防除事業の実施 

【島民】 

・外来種問題、対策への理解 

・対策への協力を呼びかけ 

【地域の有識者等】 

・被害情報の収集 

 

検討依頼 検討結果 

情報共有 

参画 

事業発注 

情報提供 

【大学・研究機関】 

・効果的な防除方法の研究 

・評価手法の開発 

連携 

【大島町】 

・島民への情報提供、理解促進 

連携 

情報提供依頼 
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資料２ 一時飼養場 
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一時飼養場（入口）写真 

 

 

 


